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現在の物流に関する教育内容等 

 

 

（１）政府における物流に関する知識・理解の普及啓発への取組み 

 平成２５年６月に閣議決定された「総合物流施策大綱（2013-2017）」において、物流が

「重要な社会インフラの一つとしての地位を確立し、将来にわたり持続可能な事業の発展

を図る」ことが課題となっていることを受け、「国民各層の物流に対する認識を深めるた

め、物流に関する知識の普及啓発に取り組む」こととされています。 

 また、平成２５年１２月に施行された「交通政策基本法」に基づき平成２７年２月に閣

議決定された「交通政策基本計画」においても、「交通政策を効果的かつ円滑に進めるた

めには、国民の役割として交通政策に対する理解や協力、参加が極めて重要」であり、「物

流政策の積極的ＰＲなど、様々な機会を捉えた国民に対する理解の増進等の取組みを進め

ることとする」とされています。 

 

 

（２）現在の物流に関する教育の内容 

 現行の学習指導要領における物流関連の記述の概要は、以下のとおりです。 

 

＜小学校社会科（平成 23年改訂）＞ 

我が国の農業・水産業及び工業生産に関連して、「生産地と消費地を結ぶ運輸の働き」

等について調査したり、国民生活を支える重要な役割を果たしていることを考えるよう

にすることとされている。 

＜中学校社会科 地理的分野（平成 24年改訂）＞ 

  世界的視野や日本全体の視野から見た日本の地域的特色について、「世界的視野から

日本と世界との交通・通信網の発達の様子や物流を理解させるとともに、国内の交通・

通信網の整備状況を取り上げ、日本と世界の結び付きや国内各地の結び付きの特色を大

観させる」こととされている。 

 

 

このように、現行の学習指導要領においても、物流の産業を支える機能等に関する記述

はあるものの、災害時に物流が果たす役割など物流の社会的意義について十分に伝えられ

ているとは言い難い状況です。 

 


